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運用など未確定な

部分もあります

が、法文をはじ

め、不明な点は、

構造審査担当にお

尋ねください！

初夏を思わせるような春爛漫の陽気です。
さて、冒頭でお伝えした積雪荷重の割り増しですが、既存不適
格建築物の増築または改築を行う場合、既存建築物について
も積雪荷重を割り増して安全性を確認することが必要となる
ケースがあります。既存部分の構造計算書がない場合、どの
ようにしたら安全性を確認できるかが新たに私共の課題となり
そうです。

編集後記 4/15
東山動植物園の
たけのこ

※構造かわらばんのバックナンバーを、名古屋支店の入り口横に置きました。法改正情報

「積雪後の降雨の影響を考慮した積雪荷重の割り増し」が、平成31年1月15日に施行されます。

○背景…平成26年2月の関東甲信越の大雪の際に、特に降雪後に降雨が重なった地域で、

体育館など、「大スパン、緩勾配、軽い屋根」の崩落などが発生しました。

○この規定は、H19国交告第594号（保有水平耐力計算及び許容応力度等計算の方法を

定める件）に、第2第三号ホとして追加されます。

原則として、構造計算が必要な対象建築物は、積雪荷重の割り増しが必要です。

○対象は、「多雪区域以外の区域、かつ垂直積雪量が0.15m以上」で、「屋根版がRC造またはSRC造以外」で、

「特定緩勾配屋根部分」を有する建築物です。例えば、大きな工場を想像していただくと、判りやすいと思います。

・特定緩勾配屋根部分…屋根勾配が15度以下、かつ、最上端～最下端が10m以上の屋根の部分

○例えば、長さ25m、勾配2度、垂直積雪量30cmで試算すると、割り増し係数は、約1.23になります。

○既存不適格増築の際には、既存部分にも割り増しが適用される場合があるため、注意が必要です。


